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研究成果の概要（和文）：　日本の地域分散型エネルギーシステムへの移行には次の方策が必要である。
　第1に経済性向上のための対策が必要である。分散型エネルギーの経済性を高めるには、技術革新と制度改革とを並
行して進める必要がある。第2に、分散型エネルギー中心の電力システムに改革するには、変動電源の安定化やデマン
ド・レスポンスなどの対策を効果的に講じなければならない。第3に、政策転換の不確実性の克服である。この際、集
中型エネルギーシステムと分散型エネルギーシステムとの間で政策的バランスを取る必要もある。第4に、公正かつ中
立的な電力市場をつくる必要がある。

研究成果の概要（英文）：This study considers strategies for switching to local distributed energy 
systems. The following measures are needed.
First, steps are needed to improve the economics of such systems. Improving the economics of distributed 
energy requires carrying out technological innovation and institutional reform simultaneously. Second, 
remaking the electric power system into one based primarily on distributed energy necessitates the 
effective implementation of measures such as variable power source stabilization and demand response. 
Third is overcoming the uncertainty of policy shifts. Switching to local distributed energy systems 
requires policy shifts on various levels. There needs to be a policy balance between centralized energy 
systems and distributed energy systems. Fourth, when implementing the foregoing measures, it will be 
necessary to create a fair and neutral electric power market.

研究分野：環境経済学
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１．研究開始当初の背景 
 
 東日本大震災に付随して生じた原子力発
電所事故を契機に、日本のエネルギーシステ
ムの脆弱さが明らかになり、エネルギー政策
の根本的見直しが必要となった。特に、災害
時対応としてもエネルギー源の分散・多様化
が必要であるとの認識が高まり、原子力への
依存度を段階的に低減し、将来的には原子力
に依存しない、地域分散型のエネルギーシス
テムをめざす必要性が広く認識されるに至
っていた。 
 エネルギーの安定供給と温室効果ガスの
削減という二つの目標を維持しつつ、既存の
エネルギーシステムから新たな地域分散型
のエネルギーシステムへの転換を図ろうと
する場合、システム移行の経済的コスト、そ
のコストの配分、電力供給・送配電体制のあ
り方をはじめ、想定される課題は多様である。
日本のエネルギーシステムは、9 つの電力会
社による事実上の地域独占体制をとってお
り、それぞれの地域の電源構成も異なる。 
 したがって、国レベルでの新たなエネルギ
ーシステムへの移行を考える際に、電力供給
においてほぼ自己完結的な電力会社の営業
地域ごとにこうした地域分散型のエネルギ
ーシステムへの移行が可能か、何が障壁か、
障壁克服のためにいかなる変革、政策が必要
とされるか、地域ごとの自立したエネルギー
システムの構築が難しいとなれば､地域をこ
えたいかなる連携、政策・措置が必要かを検
討することが必要である。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究では、原子力に依存しない地域分散
型エネルギーシステムへの移行の障壁が何
かを明らかにし、それらの障壁を克服するた
めに必要な方策、政策・措置のオプションを
提示する。その際、新たなビジネスや雇用の
創出など移行によってもたらされうる便益
もあわせて提示する。そして、これらの検討
結果を綜合化し、 地域レベル、国家レベル、
国際レベルでとられるべき政策・措置に関す
る提言をまとめる。 
 
３．研究の方法 
 
 本研究では、まず、電力供給においてほぼ
自己完結的な電力会社の営業地域ごとに、地
域分散型エネルギーへの移行に不可欠な検
討項目を確認し、エネルギーの安定供給を確
保し､温室効果ガス削減を可能にする地域分
散型エネルギーシステム移行の障壁を同定
するとともに、障壁を克服するために必要な
方策を検討する。その際、電力会社ごとの検
討結果を綜合化し、地域、国家、国際の各レ
ベルでとられるべき政策・措置を提示する。 
 このために（１）再生可能エネルギー班、
（２）節電班、（３）電力供給体制班、（４）

電気事業経営班、（５）経済モデル班、（６）
政策班（国内・国際）に分け、それぞれに課
題設定を行って、研究をとりまとめた。 
 
４．研究成果 
 
 研究成果は、下記の図書（植田・大島・高
橋編（2016））に取りまとめた。以下は、そ
の概要である。 
 
（１）地域分散型エネルギーシステムでは、
多様な事業主体が、市場メカニズムや規制、
支援措置の下で、エネルギーの供給やサービ
スを提供し、消費者が省エネだけでなく供給
においても重要な役割を果たす。と同時に、
地域主体が農林水産業とも連携を図りつつ、
エネルギーの需給に積極的に関与する。 
 地域分散型エネルギーシステムが実現す
れば、再エネや省エネにより低炭素化が進み、
エネルギー自給率も高まる。エネルギー転換
の初期投資は大きいが、化石燃料への依存度
が下がるため、中長期的にはエネルギー費用
の抑制も可能である。再エネや DR 関連の新
たな産業が興り、グリーン成長と呼ばれる地
域経済の活性化も期待できる。その上で、風
力や太陽光などは原理的に過酷事故があり
得ず、廃棄物も少なくなる。 
 
（２）地域分散型システムと集中型システム
の特徴を表にまとめた。欧米諸国では、次の
点で、集中型システムから地域分散型システ
ムへ移行しつつある。 
 第 1に、再エネの大量導入は、低炭素化と
エネルギー自給の観点から既に一般的な政
策となっている 。アメリカでは、連邦レベ
ルでは再エネ発電の建設に対して税額控除
が実施されてきた他、カリフォルニア州やテ
キサス州では、数値目標を設定して導入を進
めている。北欧やドイツでは、建物の断熱化
や地域熱供給システムの構築が、規制的手法
も含めて講じられている。 
 第 2に、分散型エネルギーの増加に伴いシ
ステム改革が推進されている。欧米諸国では、
1990 年代から電力自由化が積極的に進めら
れ、発送電分離が行われた 。その上で近年
は、変動電源の増加を受けた系統運用や市場
制度のあり方が、精力的に検討されている。
その反面、集中型電源である原発の新設は、
1990 年代以降滞っている。電力自由化を含む
分散型電力システムへの移行により、原子力
のリスクが顕在化し、マイナスに働いている。 
 第 3に、地域や市民の役割が高まっている
点も共通の現象となりつつある。例えばドイ
ツでは、廃材や家畜の糞尿で熱と電気を自給
するバイオエネルギー村が多数あるほか、地
域エネルギー公社が配電も含むエネルギー
事業に乗り出している例もある 
 
 
 



表：地域分散型エネルギーシステムと集中型
エネルギーシステム 
 
 地域分散型シ
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分散型エネル
ギー中心 
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系統運用者 

発送電一貫電
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国 
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律・協調 

独占・計画：規
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高い：農林水産
業との相乗効
果 

低い 

経験・歴
史 
短い：不確実性 長い：確実性 

 
 
（３）日本の電力会社についてみると、経営
的特徴および経営環境としては、膨大な固定
資産を抱える設備集約産業である。これは各
電力会社が地域ごとに発電設備と送配電設
備の一体的な整備運用を行っているためで
ある（発送電一貫体制）。地域独占の弊害を
防ぐために、電気料金は基本的に政府の認可
にもとづき設定・変更される（規制料金）。
料金は電力を供給するために必要な原価に、
資金調達コストに相当する事業報酬を織り
込んで算定される（総括原価方式）。 
 電力会社を個別に見ると、原発停止によっ
て財務的危機に陥っている。日本の原発が順
次停止し、原発設備を持たない沖縄電力を除
く電力 9社の経営に打撃を与えた。2011 年 3
月期以降、すべての電力会社（沖縄電力を除
く）が経常損失を計上している。なかでも九
州電力、北海道電力、関西電力の赤字幅が大
きかった。 
 各社の経常損益額、純資産額、自己資本比
率及び値上げ率をみると、北海道・中部・関
西・四国・九州の各電力会社が 3期連続経常
赤字を計上し、また北陸電力と中国電力を除
く 7社が電気料金を値上げした。この 7社は
無配に陥っている。さらに、九州・関西・北
海道の 3 社は、3 期連続の赤字によって自己
資本比率（総資産に占める自己資本の割合）
が激減している。具体的には、九州電力では
2011 年 3 月期は 24.9％あった自己資本比率
が 2014 年 3月期には 8.1％へ、関西電力では
23.1％から 11.7％へ、北海道電力では23.2％
から 5.4％へと悪化している。 

 経営状況が悪化している電力会社は原発
依存度が高かった会社である。原発依存度の
高いのは、関西電力・北海道電力・四国電力・
九州電力であり、経営状況が最も悪化してい
る会社と一致する。 
 
（４）日本における地域分散型エネルギーシ
ステムの潜在力と課題は以下の通りである。 
 第 1 に、自家発電は 64GW が導入されてお
り、世界最大規模であり、今後も増加が続く
と考えられる。その際、自家発電の概ね半分
は自家消費され、残りは売電に回されている。
この供給力を電力市場で柔軟に売買できる
かが、自由化の鍵となる。 
 第 2に再エネについては、日本の導入率は
低い。2012 年 7月から固定価格買取制度が始
まり、今後の拡大が期待されているが、系統
接続などの課題が表面化している。 
 第 3に、世界的に燃料電池や大容量蓄電池
は、未だ導入の初期段階に過ぎないが、日本
は最先端の位置にいる。家庭用燃料電池の販
売台数が拡大している。 
 第 4に、日本は石油危機以降、家電メーカ
ーが省エネ家電の開発を進めるなど、省エネ
のトップランナーであったが、近年は鈍化し
ており対策が必要になっている。また、DR は
世界的に黎明期であるが、東日本大震災後の
需給ひっ迫をきっかけとして、DR アグリゲー
ターの参入が始まった。今後の本格普及には、
ネガワットを取り引きする市場制度やスマ
ートメーターといったインフラの整備が待
たれる。 
 第 5に、日本の電力システムが集中型の極
致に達していることこそ、分散型への最大の
障壁になっている。再エネの系統接続につい
て、2014 年 9月以降、電力会社からの「回答
保留」が相次ぎ、2015 月 1月に新たなルール
が示された。再エネ導入が抑制されると思わ
れ、上記の DR 市場と同様に、電力システム
改革が必要である。 
 第 6に、地域や市民による分散型へ向けた
取組は、緒についたばかりである。 
 
（５）日本の地域分散型エネルギーシステム
への移行には次の方策が必要である。 
 第 1に、経済性の壁である。固定価格買取
制度の賦課金負担も考慮すれば、まだ当面の
間は、再エネ全体として見た導入コストは低
くはない。 
 もう 1つの経済性の壁は、既存の制度やネ
ットワークが再エネに適合的でない点であ
る。給電ルールをどうするか、変動対策をど
う講じるか、容量市場を含む市場制度をどう
改革するかによって、システム全体のコスト
は変わる。また、DR はアメリカなどで実用化
が進んでいるものの、それを効果的に集める
インフラと経済制度が確立されていない。こ
のように、分散型エネルギーの経済性を高め
るには、技術革新と制度改革を並行して進め
る時間が必要である。 



 第 2 の方策は、システム改革の技術的な不
確実性の克服である。分散型エネルギー中心
の電力システムに改革するには、変動電源の
安定化や DR など、様々な対策を効果的に講
じなければならない。送電網の拡充やスマー
トグリッド化、水素インフラの整備といった、
分散型システムを目指した投資には、莫大な
費用がかかる上、技術的な課題もある。その
ようなリスクをどう取るか、誰がコストを負
担するか、どのような時間軸で進めるかが合
意されなければならない。 
 第 3に、政策転換の不確実性の克服である。
地域分散型への転換は、様々なレベルで政策
転換が必要な上、試行錯誤といった側面があ
ることは否定できない。例えばイギリス政府
は、原発の新設に差額決済契約制度
（Contracts for Difference : CfD） の導
入を決めたが、集中型と分散型との間で政策
的バランスを取る必要に迫られることも考
えられる。 
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